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間で、 1990年、 1993年、 1994年、 1997年、 1998年、
1999年、 2000年と7回改正した。第2節で、旧『会
社法』の問題点について、まず論述する。経済の
発展につれて、旧『会社法』の問題点はだんだん
出てきた。総体的に 7つ側面の問題点について述
べる。コーポレートカ守パナンスについて、具体的
に3つ点での問題点について述べる(主要に上場
会社について説明する)。
第lは、大株主は会社を統制することに過度で
ある。すなわち、株式の構造が不合理である。
第2は、董事会(取締役会)の独立性の不足で
ある。監督会(監査役会)は形式的で、総経理と
董事長の権力は集中し過ぎている。
第3は、高級管理人(経営者や上級管理職)の
利益、権力と責任の分配と調整は不合理である。
それに対して、中国では以上それぞれの問題点
に対して、『会社法』を改訂した。第3節で新『会
社法』の改正について述べる。さらに、 7方向の
総体的改訂規定と6方向のコーポレートガパナン
スの改訂を説明する。そして、新会社法と旧会社
法の比較を図表で説明する。
第2章では、日本会社法の改正について考察す
る。第l節は、改正の背景と、発展の歴史につい
て述べる。日本会社法は1898年に『ドイツ商法典』
を参考にし、その後1950年にアメリカ会社法の制
度を参考にして制定された。2005年に新しい会社
法典となった。第2節は、改正の原因について説
明する。80年代、バブル経済の原因で、多くの大
手金融機関を倒産した。そして、 2000年以降、敵
対的企業買収の動きが活発化した。それに対して、
制度などの変更が必要であって、それを実行する
場合には、予想される混乱に対して十分な対策を
取っておく必要がある。第3節は、新『会社法』
の改正について考察する。改正した会社法は以前
より自由化、素化された。旧『商法』の会社の法
規と比較して、新会社法は会社の形態で、 3つの
方向で大きく変化した。①新会社法で有限会社は
廃止された。②最低資本金制度は廃止された。③
合同会社を増設した。コーポレートガパナンスの
方面でも大きい融通性があり、大きい選択の余地
があるようにできている。6つの視点で説明する。
第3章では、日本と中国の会社のコーポレート
ガバナンスの実態、実例について考察する。第3
章においては、日本と中国の新会社法が最新に改
革された部分に関して、両国の企業統治構造を区
別して、その類型、管理の体系との関係について
明らかにする。 トヨタ自動車株式会社、ソニー株
式会社、青島ビール、上海宝鋼企業集団公司の4
つの実例を比較して、中国の上場企業の実例につ
いて、また、存在している問題点とその実情を説
明する。そして、日本の上場企業の実例について、
日本企業は新会社法によって改革した状況を明ら
かにし、日中の比較を試みる。
最後に、「結論J の部分では、日本と中国の新
会社法に関する比較を行うことによって、前3章
の内容を総括して、コーポレートガパナンスの部
分を中心として、両国の『会社法』を比較して、
その相違点と共通点、および自分で考えた中国の
新『会社法』にまた存在している問題点を説明し、
自分の意見を述べる。総括的に比較すると、 6つ
の点がある。①会社法で会社の類型の比較。②コー
ポレートガパナンスの構造の比較:日本は取締役
会中心である。中国は株主会中心である。③株主
の監督の権力に関する制度の比較。④取締役会に
関する制度の比較。⑤監査役に関する制度の比較。
⑥株主の権利の構造の比較。
そして、中国会社法の問題点に関して、 5つの
視点で説明する。①株主の問題点:第二次世界戦
争の後で日本の民主的な改革、経営者の地位が強
固になった。株を持つてない人でも、取締役とし
て選任できる。中国では、公有制が指導思想、であ
る。新会社法で、会社の経営方針と投資計画は株
主会(株主総会)に任せる。そのため中国は株主
会中心が問題である。②機関が重なりあう(重複)
中日会社法の比較 71 
:日本では大会社は取締役会の中で三委員会を設
置して、半数以上は社外の独立董事(取締役)で
ある。委員会設置会社は監査役会を設置できない。
独立取締役と監査役が並列できない。一方、中国
では、新会社法の123条で簡単で規定し、厳しい
条項の規定はない。これは上場会社で独立董事と
監査役を並列できることを意味している。それで、
2機関の機能は互いに重なり合って、それによっ
て監督のコストが増加して、監督の機能が低下す
る。③有効な監督の問題点(監事会第4章の4
条で、中国会社法で規定した条項は監事 (監査役)
は会社の株主と従業員代表から選任して、社外取
締役などの比率は規定していない。監督の有効性
が足りないという問題がある。日本の会社法では、
会社の規程でも、監査役は会社の株主でなければ
ならないと定めではならないと規定された。この
規定は合理的だと思う 。④独立董事の問題点:中
国の会社法は上場会社だけ規定されており、他の
会社は明確な規定はない。独立董事(取締役)の
指名、招鴨、権利などは、主に大株主と経営者に
よって決められる。そのため、独立性がない。⑤
株主の権利の構造の問題点:中国の株主の権利の
構造は、株主の権利が集中しているという特徴が
ある。会社の株主の権利は固有株が多く、総株式
の大部分を占めている固有株が非流通である。
